
令和８年度 第５回黒塩地区廃棄物最終処分場環境対策協議会 

 

日時：令和８年７月２１日（火）18時 30分～ 

場所：黒川コミュニティセンター 研修室 

 

 

 

１．開会 

 

２．会長挨拶 

 

３．質疑への回答（樋口アドバイザーより）             資料１ 資料２ 

  

４．視察報告 

 

５． 協議事項 

   

環境保全協定（案）への質疑について        資料３ 資料４  

 

６．今後の流れ 

環境保全協定締結までの流れ 

・協議会での協定素案の検討 

・協定素案の決定 

・黒川町及び牧島地区区長会での承認 

・市環境審議会への諮問及び答申 

・市議会への報告 

・協定の締結 

 

今後のスケジュール 

・７月２４日(金)、２５日（土）   視察 

・８月 ４日(火) １８:３０～   黒川コミセン 研修室 

・８月１８日(火) １８:３０～   黒川コミセン 研修室 

 

７．閉会 

 

 



 

 

 

 

樋口アドバイザーに対する委員からの質問等 

 

 

〇風評被害防止のため、検証して欲しいこと。 
 

① 処分場の施設が２００ｍｍ／ｈの豪雨にも対処できる構造になって
いるのか 
 
 
 

② 石綿・水銀など基準以上のものは受け入れないというチェック体制が
できているのか 

 
 
 

③ 上記①②より、浄水槽からの排水は多少の塩分はあるが真水同然であ
るのか 
 
 
 

④ 市が行う（排水口から１００ｍ地点で年３回の水質検査）で伊万里湾
の水質は、安全に保たれるのか 

 
 

資料 1 





























RTA(Retrospective Technology Assesment)
最終処分場に関する質問回答案

参考資料

福岡大学名誉教授

樋口壯太郎
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260715質問事項

〇風評被害防止のため、検証して欲しいこと。

①処分場の施設が２００ｍm／ｈの豪雨にも対処できる構造になっているのか

・雨水排水計算に用いた。降雨強度等がないので判断できません。

設計計算書を提示して検証する必要があると思います。図面をみると林地開発申請対象と思います。

林地開発基準では宅地と比べ、厳しい規制が設けられれいます。地域により異なりますが一般的には

降雨継続時間10分、100～150mm/hです。200mm/hの降雨があった場合、雨水側溝は溢れます。（ただ

この降水は処分場だけではなく、災害級の雨です。）

コメント：雨水調整池、沈砂池が見当たらないので、土砂流出、濁水防止対策をどうするのか不明です。

林地開発基準対象外であっても下流に道路がありますので土砂を含む濁水が流出する可能性があり

ますので、少なくとも本地域の林地開発基準はに遵守した施設づくりが望ましいと思います。

これに一部関連しますが貯留構造物からすぐ廃棄物埋立が計画されていますが、本来、のり面崩壊

による廃棄物や土砂流出があった場合においても、埋立地外への流出を防止するため、流出防止の

ための保安距離をとって埋立て開始するべきだと思います。

保安距離

万が一斜面崩壊しても埋立地外流出
を防ぐ
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②石綿・水銀など基準以上のものは受け入れないというチェック体制ができているのか

私が持っている資料は肥前環境㈱の一般廃棄物最終処分場の設置許可申請書ですので回答できませ
ん。

③上記①②より、浄水槽からの排水は多少の塩分はあるが真水同然であるのか

浄水場（浸出水処理施設）からの排水はBOD60mg/L,COD90mg/L,SS60mg/L,TN60mg/l,Ca100mg/Lですので、排

水基準の最低基準ですので真水同然ではありません。また塩分は埋立物が一般廃棄物焼却残渣と不燃残渣で

あれば脱塩処理がありませんので海水よりも高濃度の塩分濃度になります。（海水の塩分濃度は1.5~2%、脱塩

しない一般廃棄物浸出水処理水であれば2~2.5%です）

④市が行う（排水口から１００ｍ地点で年３回の水質検査）で伊万里湾の水質は、安全に保た
れるのか

適切な埋立管理、浸出水管理が行われれば、生活環境影響調査のとおり、環境基準は維持できます。
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黒塩地区廃棄物最終処分場環境対協議会からの事前質問
に関する基礎資料

6月25日付けで「伊万里の自然と環境を守る会」村上会長様より意見照会を受けました。項目が
沢山ありますが、私が事前にいただいた計画概要と、今回いただいた内容に相違があるため、市
に照会したところ事業者は資料を修正中とのことでしたので、現時点で回答すると混乱を生ずる
と思い基礎資料という形で、一般論として回答させていただきます。

今回は
・最終処分場の建設と廃止について（廃止できる処分場）
・最終処分場の規模、特に埋立高さについて
・埋立物の種類により埋立斜面の安定化、浸出水原水濃度は異なること
・最終処分場の防災について
説明させていただきます。
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日本の最終処分場の特性

•中間処理(焼却・破砕等→最終処分）
が廃棄物処理の原則

•埋立→安定化→廃止が埋立の基本

•山間部に建設される場合が多い。

•小規模施設が多い。

•降水量が多い。
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早期に廃止できる最終処分場でなければならない

• 埋立期間⇒概ね15年(今回は10
年?)

• 埋立て終了：水処理施設は稼働

• 浸出水原水が2年以上排水基準以
下（その他温度、沈下等の基準
がある）になったら浸出水処理
施設を停止→廃止

• 管理型処分場は埋立終了から廃
止までの維持管理が必要となる
が維持管理積立金制度がある。

• しかし廃止までの期間が長期化
すると維持管理費も嵩み、積立
金では不足するケースがある

• 企業が倒産した場合は地域の負
の遺産となる

• 早期に廃止できることが重要
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廃止基準
• ガス発生量の増加が2年以上認められない

• 埋立地の内部が周辺の地中温度に対して異常な高温でないこと

• ５０cm以上の覆いにより開口部が閉鎖

• 構造基準に適合している

• 排水基準等が2年以上基準に適合

• 雨水が入らず、腐敗せず保有水が生じない廃棄物を埋め立てる処分場の覆
いについては、沈下、亀裂その他の変形が認められない

• 排水基準等とは

・環境省が定める一律基準 （例：COD90mg/L）

・都道府県が定める上乗せ排水基準（例：COD20mg/L,窒素10mg/L) mg/L

・生活環境影響調査により、水域環境基準や利水基準等が守れない場合、排

水基準を厳しくする。
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廃止遅延の原因

・埋立高さ：埋立高さが高いほど、水質は高濃度となり、低下速度は遅くなる

・排水基準：排水基準を厳しくすれば安定化が遅く廃止は長期化する
(緩い基準で早く廃止させるか？厳しい基準で長期間かかっても環境保
全第一に考えるか？）
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日本の最終処分場の立地別個所数(一般廃棄物）
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日本の最終処分場立地別平均埋立高さ
(一般廃棄物2024)

黒塩地区：平均埋立高さ20.9ｍ（1,104,632㎥/52,819㎡)
最大高低差：56ｍ
大半が法面構造となるが底部の他に中段にも保安距離を
とる必要がある。
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水収支浸出水処理システム

人工地盤タイプ
水処理設備 浸出水

調整設備

H

P

放流

取水ピット

降雨

遮水シート

地下水集水管 地下水集水管

浸出水処理施設

貯留構造物

浸出水集水施設

ガス抜施設

公共用水域
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浸出水水収支
• 最大降水量 2020年の日降水量を用いて水収支計算
• 処理能力：200㎥/日
• 浸出水調整施設：6,000㎥

これを超える降水量（調整容量）の時は埋立内部貯留
(内部貯留量約6,000㎥）

・内部勾配は1：2以上でなければ内部貯留不可（造成図で
は堰堤以外は1：1）
・内部貯留量計算に用いた間隙率は17.9 %（一般的には
5~10%)
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のゲリラ豪雨対策のキャッピング事例

埋立部分を除く場所の簡易キャッピング

浸出水調整槽の被覆
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浸出水原水と処理水
原水 処理水 基準

ｐH 5～9 5～9 廃掃法排水基準

BOD 500 60 廃掃法排水基準

COD 300 90 廃掃法排水基準

SS 200 60 廃掃法排水基準

T-N 200 60 廃掃法排水基準

Ca 1,500 100

単位：mg/L(pHを除く）

埋立物と埋立比率が決まらないと原水水質は設定できない。
場当たり的搬入ではなく、埋立比率を決めることが望ましい。
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環境基準等

環境基準：生活環境保全上、必要な環境の目標値を地域別に環境省が定
める。（水質・騒音・振動・悪臭・地下水・土壌）

排水基準：環境省が全国一律に定める排水基準（生活環境項目と健康項
目）

上乗せ排水基準：都道府県知事が環境基準を達成するために全国一律基
準より厳しい基準を条例で定める基準

その他所轄省庁が定める基準：水産用水基準、工業用水基準、農業用水
基準等
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遮水工の安全性

・遮水工、特にシートは対候性、強度に優れた製品が用いられている

・何年持つかの議論はこれまで行われているが、使用環境にもよるが永
久に使用できる科学的根拠はない。

・このため最終処分場は早期に安定化させ、早期に廃止させ、処分場機
能を完了させることが必要

・例えば埋立期間15年、埋立終了後15年、合計30年

16



貯留構造物（土堰堤）について

・高さについては安定計算を行い、内部貯留を行う場合は造成計画と内部
貯留量計算を見直す必要がある。
・堰堤を集水管が貫通する計画となっているが、均一盛土中にコンクリー
ト巻き立て構造物を貫通することにより、遮水機能が担保されるのか課題
がある。水が入ると崩壊リスクがある。
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おわりに

計画条件把握が正確にできていない状況下で、わかる範囲内でコメントしました。

産業廃棄物と一般廃棄物を埋め立てる場合、何を何％埋立てるのかが定まらな

いと斜面の安定計算、浸出水原水水質予測等ができないので、これらが定まっ

たら再度、コメントしたいと思います。

住民参加と情報公開は廃棄物処理法でも謳われているので、必要な範囲内で事

業者と納得のいくまで議論されたら良いと思います。
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環境保全協定（案） 

 

黒川町及び牧島地区（以下「甲」という。）、肥前環境株式会社（以下「乙」とい

う。）、伊万里市（以下「丙」という。）及び大栄環境株式会社（以下「丁」という。）

は、伊万里市黒川町黒塩字飛石２０１９番５外に、乙が設置する廃棄物の管理型最終

処分場（以下「施設」という。）の建設及び施設が廃止されるまでの間の運営に関し、

次のとおり環境保全協定を締結する。 

 

 

（目的） 

第１条 この協定は、乙が設置する施設の建設及び運営により発生する公害（環境基

本法（平成５年法律第９１号）第２条第３項に規定する公害をいう。以下同じ。）等

を未然に防止するとともに、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律

第１３７号。以下「廃棄物処理法」という。）、その他関係法令及び本協定に定める

事項を誠実かつ適正に遵守し、万全な措置を講ずることにより、黒川町及び牧島地

区の住民（以下「地域住民」という。）の安全を確保し、良好な生活環境の保全を図

ることを目的とする。 

 

（責務） 

第２条 甲は、地域住民の安全の確保と生活環境の保全を図るため、協定事項の実施

の確認を行うものとする。 

２ 乙は、施設の建設及び運営にあたり、周辺地域の自然環境及び海域環境の保全に

配慮し、伊万里湾への影響はもとより、地域住民の生活環境に影響を与えないよ

う、公害防止技術の向上に努め、常に適切な措置を講じるとともに、施設に起因す

る諸問題について責任を負う。 

３ 丙は、地域住民の安全の確保と生活環境の保全を図るため、甲とともに協定事項

の実施の確認を行うとともに、乙に対し履行の助言等を行うものとする。 

４ 丁は、乙が行う施設の建設及び運営について、乙に対し指導等を行い、協定の履

行について、連帯して責任を負う。 

 

（施設の建設） 

第３条 乙は、施設の建設にあたっては、次の各号に掲げる事項を確実に実施するも

のとする。 

⑴ 地域住民の安全の確保及び生活環境の保全に十分配慮するとともに、監督責任

者を配置し、廃棄物処理法その他の関係法令を遵守するものとする。 

⑵ 濁水対策として、仮設沈砂池を設置するなどの対策を講じ、水質汚濁の防止を

図るものとする。 

資料４ 
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⑶ 関係車両の運行あたっては、交通法規を遵守し、周辺住民の生活環境に支障を

きたさないようにするとともに、乙の関係車両であることが判別できるように

し、騒音、振動及び粉じんの発生防止に配慮するものとする。 

 

（施設の運営） 

第４条 乙は、施設の運営及び設備の更新にあたっては、最新の技術の導入等を目指

し、地域住民の生活環境に影響を及ぼさないよう公害防止技術の向上に努めるもの

とする。 

２ 乙は、施設の運営にあたっては、廃棄物処理法に定める技術管理者を配置し、関

係法令の遵守とともに、適正な維持管理に努めるものとする。 

 

（廃棄物の種類） 

第５条 施設に搬入できる廃棄物の種類は、別表１のとおりとする。 

２ 佐賀県外から搬入できる産業廃棄物は、佐賀県産業廃棄物等の適切な処理に関す

る条例（令和８年佐賀県条例第１４号）に定める佐賀県知事と協議等を経た廃棄物

とする。 

３ 施設に搬入する廃棄物の種類を変更するときは、事前に甲及び丙と協議するもの

とする。 

 

（環境保全対策） 

第６条 乙は、別表２に定める地下水及び放流水の水質基準を遵守し、伊万里湾への

環境負荷の低減に努めるものとする。 

２ 乙は、施設における硫化水素等の排出ガス、騒音、振動、粉じん及び悪臭の発生

並びに廃棄物の飛散を防止するとともに、必要に応じて自主測定を実施するものと

する。 

３ 乙は、処分場の法面の崩壊防止とともに、施設の景観について、植樹などによる

対策を講じるなど、必要に応じて甲、乙及び丙で協議するものとする。 

 

（施設の操業時間、搬入車両） 

第７条 施設の操業時間は、原則、午前８時から午後５時までとする。ただし、日曜

日、年末年始は操業しない。 

２ 乙は、廃棄物の搬入及び処理に関し、法令に違反する行為が生じないよう、乙の

従業員及び関係事業者に対し、教育、指導その他必要な措置を講じるものとする。 

３ 施設への廃棄物の搬入車両は、交通法規の遵守とともに、周辺住民の生活環境に

支障をきたさないようにすること。 

４ 乙は、施設への廃棄物の搬入車両について、乙の関係車両であることが判別でき

るようにするとともに、公道上において待機を行わないよう指導するものとする。 

５ 乙は、災害等やむを得ない事情により、施設の操業時間を変更するときは、事前
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に甲及び丙と協議するものとする。 

 

（情報の公開） 

第８条 乙は、地下水及び放流水の水質検査結果について、検査機関から受領後、速

やかに甲及び丙に提出するとともに、ホームページ等において公表するものとす

る。 

２ 乙は、施設運営に支障を及ぼさない範囲において、積極的に施設の公開に努める

ものとする。 

３ 乙は、甲及び丙に対し、施設の管理運営の状況について、年１回以上定期的に報

告するものとする。 

 

（立入調査） 

第９条 甲及び丙、甲又は丙の指定する者が協定の履行の範囲内において、施設内に

立ち入り調査・測定等を申し入れたときは、乙は、これに協力するものとする。 

 

（事故等の措置） 

第１０条 乙は、環境省の示す指針（平成１８年１２月２５日環廃対 061215002・環

廃産 061215018）に沿って廃棄物処理施設事故対応マニュアルを作成し、施設に備

え置くとともに、周辺地域の生活環境、自然環境及び伊万里湾の海域に重大な影響

を及ぼすおそれのある事故等が発生したときは、ただちに廃棄物の搬入を停止し、

適切な措置を講ずるとともに、遅滞なくその内容を甲及び丙に報告するものとす

る。 

 

（交通安全の実施） 

第１１条 乙は、施設を利用する車両等に対し、交通安全の徹底を指導し、児童生徒

の通学時の安全の確保とともに、地域住民の車両の優先等に努めるものとする。 

２ 乙は、施設の建設・運営に伴い生じた道路損傷等について、道路管理者に連絡す

るとともに、速やかに応急の措置を講ずるものとする。 

 

（苦情処理） 

第１２条 乙は、施設の建設・運営に関して、地域住民から苦情を受けたときは、誠

意をもって迅速に対応するものとする。 

 

（損害賠償責任） 

第１３条 乙は、施設の建設・運営に伴い生じた損害に対し、誠意をもって賠償する

ものとする。 
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（施設等の変更） 

第１４条 乙は、施設の運用開始後に施設・設備の改良、変更（軽微なものを除く）

をするときは、事前に甲及び丙と協議するものとする。 

 

（埋立て期間） 

第１５条 乙が、廃棄物の埋立てを行うことができる期間は、埋立て開始から２０年

間とし、これを変更する場合は、事前に甲及び丙と協議するものとする。 

 

（埋立て終了後の管理） 

第１６条 乙は、埋立てを終了し、施設の廃止確認後においても、施設に起因する災

害や環境汚染によって周辺環境に支障を及ぼすことがないよう万全の措置を講ずる

ものとする。 

２ 乙は、施設の廃止確認後においても、●年間は地下水及び放流水の水質検査を実

施し、その結果を甲及び丙に提出するものとする。その後の継続については、甲及

び丙と協議するものとする。 

 

（環境保全への協力） 

第１７条 乙は、地域が行う生活環境及び自然環境の向上に寄与する活動に協力する

ものとする。 

 

（協定等の履行） 

第１８条 乙は、協定事項を誠実に履行し、丁は、乙の履行責任を連帯して負う。 

２ 甲及び丙は、乙が協定内容に違反する重大な行為があった場合又は履行しない場

合は、違反等が解消されるまでの期間、施設の建設又は運営の一時停止を求めるこ

とができる。 

 

（継承に係る措置） 

第１９条 乙は、施設の譲渡・貸付等を行う場合は、事前に甲及び丙と協議するとと

もに、譲渡等を受けた者から協定に定めた事項の履行義務の継承の同意を得るもの

とする。 

 

 

（疑義事項の協議） 

第２０条 協定に定めがない事項、疑義が生じた場合は、必要に応じて甲、乙、丙及

び丁が協議して定めるものとする。 

 

（管轄裁判所） 

第２１条 協定に定める事項に関する争訟は、甲の所在地を管轄する裁判所とする。 
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この協定の締結を証するため、本書５通を作成し、各自押印の上、各自１通保有す

るものとする。 

 

 

令和 年 月 日 

 

 

甲   佐賀県伊万里市黒川町塩屋５０４番地１ 

黒川町区長会 会長            ㊞ 

 

   佐賀県伊万里市瀬戸町５８３２番地２ 

牧島地区区長会 会長           ㊞ 

 

乙   佐賀県伊万里市伊万里町甲５１３番地 

肥前環境株式会社 

代表取締役                ㊞ 

 

丙   佐賀県伊万里市立花町１３５５番地１ 

伊万里市長                ㊞ 

 

丁   大阪府和泉市テクノステージ二丁目３番２８号 

大栄環境株式会社 

代表取締役                ㊞ 
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別表１（第５条関係） 

 

⑴施設に搬入できる産業廃棄物の種類 

① 燃え殻（水銀含有ばいじん等を含む） 

② 汚泥（石綿含有産業廃棄物、水銀使用製品産業廃棄物を含む） 

③ 
廃プラスチック類（石綿含有産業廃棄物及び水銀使用製品産業廃棄物を含

む） 

④ ゴムくず 

⑤ 金属くず 

⑥ 
ガラスくず・コンクリートくず・陶磁器くず（石綿含有産業廃棄物及び水

銀使用製品産業廃棄物を含む） 

⑦ 鉱さい（水銀含有ばいじん等を含む） 

⑧ がれき類（石綿含有産業廃棄物を含む） 

⑨ ばいじん（水銀含有ばいじん等を含む） 

⑩ 紙くず 

⑪ 木くず 

⑫ 繊維くず 

⑬ 動植物性残さ 

⑭ 動物系固形不要物 

⑮ 政令第２条第１３号廃棄物 

⑯ 廃石綿等（特別管理産業廃棄物） 

 

⑵施設に搬入できる一般廃棄物の種類 

① 焼却残さ（燃え殻、ばいじん（水銀含有ばいじんを含む）） 

② 不燃物（石綿含有廃棄物を含む） 
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